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新春セミナー!
大激変時代の経営戦略の決定版!繁栄するアジア大競争時代への挑戦! 
グローバル経営戦略会議2011 

東京ビッグサイト 会議棟６Fホール ２０１１年２月２日（水）午後1時～5時

21世紀型グローバル経済に対応した必勝の最新経営戦略
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ジェイ・フェニックス・リサーチのコンサルティング・調査活動

数百社に渡る企業トップへ
のインタビュー

 グローバル機関投資家への情報提供

 長期高収益企業のベストプラクティスの経営分析

 世界の投資家に評価される経営とは何かを研究し調査

インベスターズリレーション
のプロフェッショナル

 一部顧客においてコンサルティング活動

 グローバル投資家に評価される視点で経営をレビューし
中期経営計画策定及び実践を支援

 IR支援により株価上昇を実践した経験を活用

あらゆる業界をアドバイス
し業界横断的な普遍的

ロジックで支援

 半導体、インターネット、IT、丌動産、電子部品、機械、
人材派遣、バイオエネルギー、ホテル再生、キャラク
ターグッズ、自動車、物流、化学

経営理論と実践に基づいた経験により２１世紀型必勝の経営戦略策定ロジックを模索

 弊社では、これまで数多
くの企業調査を、トップ
インタビューを通じて実
施し、グローバルな機関
投資家に対して情報提供
をしてまいりました。

 また、数多くの上場企業
の中期経営計画策定にも
携わってきました。

 弊社の強みとして、極め
て多岐にわたる業界にお
いて調査、アドバイス活
動をおこなってきたこと
があります。

 また、数多くのオーナー
トップに対して直接アド
バイスしてきた経験がご
ざいます。

 業界横断的な調査、分析
経験をもとに、２１世紀
に勝ち残るための経営戦
略の必勝の要素は何かと
いう点について分析を重
ねてまいりました。

 本日は、その成果を踏ま
えて、エッセンスをご説
明してまいります。
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企業活動の規定要素：日本文化を念頭においたアプローチが重要

外部環境の変化の方向性

 経済・社会・政治・技術

事業機会と脅威の把握

 顧客数・顧客価値

 分野・地域

現状の弱み、強みの把握

 経営資源・ケイパビリティ

 外部ネットワーク

 日本の政治・文化・社会の影響

戦略構築

 現状活動領域での事業機会をいかに拡大するのか？

 強みを活かせる新規の事機会は何か？

 弊社のアプローチは極め
てオーソドックスなもの
であります。

 一般的な右記の分析フ
レームワークを用いて、
弊社が考える、必勝の経
営戦略の要素について考
えをまとめ、なぜそれが
必勝の要素なのか、弊社
の見解を述べてまいりま
す。

 弊社では、21世紀のグ
ローバル経済で企業が競
争優位性を築く上では、
日本の歴史に根ざした文
化、日本人の気質などを
理解した上で、その強み、
弱みを考慮した戦略の策
定が極めて重要であると
考えます。

 従って、通常は外部環境
とされる日本の文化の影
響を合えて企業の活動能
力に影響を不える要素と
して考慮すべきとの位置
づけで論じます。 戦略を実現するために企業活動の制約条件をどう強化すべきか？

 強化すべき経営資源・ケイパビリティは何か？どう強化すべきか？

 強化すべき外部ネットワークは何か？どう強化すべきか？

 日本の政治・文化・社会の影響を踏まえどう戦略を実現すべきか？
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２１世紀における変化の潮流：膨大な事業機会が出現。政治情勢は留意

外部環境の変化の方向性：その１

経済

 先進国中心から新興国中心へ：特にアジア経済が拡大

 長期的に見れば元高へ：日本の製造立地の見直しの可能性

 資源需用＞資源供給：各種新産業の発展を育成へ

ただし、資源の乏しい日本は交易条件の悪化へ

 日本は人口減尐の最先端国（滅びる日本論の真実味）

政治

 重商主義復活（通商国家日本のポジショニング）

歴史：オランダ、ベネチアは衰退へ

世界といかに「つながっていくのか」

 多極化／（アメリカの相対的衰退と中国台頭）と統合（EU、
APEC、TPP）の同時進行

 日本の外交政策の枠組みの変化

 外部環境を見ると、極めて
多様な変化が同時に起きて
います。

 新興国、アジアが世界経済
の中心になると想定されま
す。APECでみれば既に世界
GNPの過半を占めています。

 日本は、その中心的な位置
におります。元高の可能性
を考えると日本の製造立地
としての魅力が見直される
可能性もありえます。

 なお、資源獲得競争が激し
くなっていることは、資源
に乏しい日本にとって十分
に留意すべき事項であると
いえます。

 政治を見ると懸念事項がい
くつか指摘できます。貿易
よりも自国国富蓄積をする
重商主義的な動きが見られ
ることは、資源の乏しい海
洋通商国家、日本にマイナ
スの動きといえます。

 米国中心から多極化した政
治体制となる一方で経済統
合の動きも見られます。

 日本の外交政策により、通
商国家として繁栄を維持す
る枠組みの確保も重要な視
点となるといえます。
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２１世紀における変化の潮流：価値観は多様化、技術の大変革が同時進行

外部環境の変化の方向性：その２

社会

 価値観分散（先進国：価値感多様化、新興国：多様な文化）

 CSR意識の拡大：社会に長期的に貢献する企業姿勢評価

 マーケティング３．０の重要性

1.0：製品重視、2.0：差別化、3.0：価値観・共感

1.0と2.0：需要と供給の法則

3.0：顧客価値くみ取り力、予測力、反応力

 高齢化の進展：人口減尐時代の経営戦略（日本が最先端）

技術

 電動化の進展

 環境技術／代替エネルギー／スマートグリッド

 ICT技術の更なる進展（どこでもいつもでも情報アクセス）

 インターネットのソーシャルメディア化

 医療関連技術のさらなる発展

 社会的には、価値観の多様
化が起きており、それらに
対応した事業戦略構築が非
常に重要な課題です。

 価値観や社会への貢献度合
いが重要な、いわゆるマー
ケティング3.0(次ページ参
照）の考えが非常に重要に
なると言えます。

 日本では人口減尐が加速化
し、人口減尐時代の経営戦
略が極めて重要になります。
市場が縮小する一方で、世
界の最先端のトレンドでの
競争優位性構築は、他国が
人口減尐を迎えたときに事
業展開するチャンスにつな
がるともいえます。医療関
連技術においても更なる発
展が期待されます。

 技術においても極めて広範
囲に枠組み変化が起きてお
ります。需用創造と経営資
源構築の両方の面で極めて
重要な意味を持つと考えら
れます。

 特にICT技術の変化は、いま
までICT技術で米国に遅れを
とっていたといわれる日本
にとって巻き返すチャンス
となる可能性があると考え
ます。
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参考：ソーシャルメディア時代のマーケティング3.0の7つの原則

顧客を愛し、競争相手
を敬う

 ビジネスにおいて、顧客を愛するとは顧客に大きな価値を不え、彼らの感情や精神を感動させ
ることによって、顧客のロイヤルティを勝ちとる。理性よりも感情に訴える方が効果的。

 競争相手を敬うことで、相手の企業を観察し、自社の強みや弱みを知ること。

時代とともに変化
 ビジネス環境は常に変化を続けるもの。変化に敏感にならなければ、時代遅れになり、やがて

は補滅びる。時代が変化しつつあるときには、変化に逆らわず、時代とともに変化する。

評判を守る
 マーケティングでは、ブランドの評判がすべて。ツイッターやソーシャルメディアが発達した

今、評判は一瞬にして変化。自社の価値を明確にするとともに、自らの悪い評判につながるよ
うなことは避ける。

品質を反映した公正な
価格づけ

 低品質、低サービスの製品を高い価格で売ってはいけない。
 ソーシャルメディア時代の評判は一瞬にして広まるため、品質を反映した公正な価格が重要。

製品（会社）を顧客が
見つけやすいようにす

る

 会社の製品を求めている顧客は容易に見つけられるようにすることが重要。
 今日の知識経済では、ネットやITへのアクセスは丌可欠。
 グローバルで多種多様な顧客がアクセス。

顧客とともに成長
 一度顧客を獲得したら、良好な関係を強化し、ともに成長するように意識。様々な価値に対応

し、良好な関係に満足した顧客は、新しい顧客を引き寄せる最適な推薦者へ。
 顧客を一度きりの顧客ではなく、生涯に渡る顧客とみなして接するべき。

事業はすべて
「サービス業」

 サービス業とは、ホテルやレストランだけのものではない。
 どんな事業を行っている事業でも、顧客に奉仕したいという気持ちを持つべき。事業はすべて

「サービス業」だと思って、サービスを遂行すべきである。

 ２１世紀型経済では、非常
に多種多様な価値観に対応
することが求められます。

 マーケティング1.0、2.0で
は、重要な法則は需要と供
給の法則でした。供給＜需
要ならば、効率性重視、供
給＞需要ならが差別化が重
要です。

 マーケティング1.0と2.0の
世界では、顧客のニーズを
創造しながら企業がサービ
ス、商品を企画してその反
応をみるという形でした。

 しかし、マーケティング3.0
では、商品企画においてダ
イレクトに顧客ニーズが反
映されることになります。

 よってより複雑な顧客ニー
ズをくみ取り、予測し、経
営トップで分析して商品開
発、サービス展開していく
ことが必要になります。

 右記に示されるような、
マーケティング３．０の考
えは、２１世紀型経済を生
き残るためには丌可欠な概
念であると考えます。

 「コトラーのマーケティング３．０ソーシャル・メディア時代の新法則 」の内容からジェイフェニックスリサーチ作成
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外部環境から見れば膨大な事業機会創出だが、どう実現させるのか？
事業機会と脅威の把握

需用
 顧客（Customer、Clients）の絶対的な数は膨大に拡大

 技術革新による新市場拡大の可能性

顧客ニーズ

 機能・差別化から、社会的貢献度・ライフスタイルとの整合性へ文化多様化・価値
多様化

 アジア地域はくちコミが重要：ソーシャルメディア的なマーケティング手段が
重要（知人、身内のレコメンデーションが重要）

 Needsは先進国においても新興国においても多様化

分野
 電動化・環境技術・ＩＣＴ関連・ソーシャルメディア・医療

 オープン化・モジュール化の進展

地域

 新興国：機能、量、現地文化対応がポイント

 先進国：価値多様化への対応がポイント

 政治動向はプラスとマイナスの双方の動きがあり

 需用においては膨大な量が
発生しているといえます。

 地域的には新興国における
需用拡大、また、技術革新、
特に環境分野（バイオエネ
ルギー、スマートグリッド
等）に関しては、米国主導
で膨大な市場が生まれよう
としています。

 ただし、その需用をうまく
取り込むことは容易なこと
ではありません。先進国で
は価値観の多様化、新興国
においてはそもそも文化が
多様化しているため、顧客
の文化や価値観を十分に理
解し、様々な顧客ニーズに
対応していく姿勢が求めら
れます。

 また、技術の変化は、オー
プン化、モジュール化の進
展を進み、自動車に代表さ
れる日本企業が得意として
いたすり合わせ技術による
競争力の差別化については
重要性が低下する可能性が
懸念されます。

 潜在的な経営資源をいかに
事業機会の拡大にあわせて
活用して、企業成長へと捉
えていくのか、そのプロセ
スを構築できるかどうかが
重要であるといえます。

日本企業の経営資源から見れば「機会」となる可能性が多いように見える。問題はその経
営資源を有効に使い、外部パートナーと共同で、実際に顧客のニーズや価値観に合わせ、

必要な時期に必要な量を提供するということができるかどうか。

２１世紀におけるロジカルな日本企業の勝利パターンのイメージ化による経営マインドの
確立とグローバルSCMの確立が重要なテーマ。
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日本経済の現状：相対的に遅れているグローバル化

 東京大学の戸堂先生の分析
によれば、日本経済の国際
化は遅れており、国際化を
進めることで、生産性向上
につながり、グローバル経
済にて成長機会を捉え、親
会社としての日本企業にお
ける雇用はむしろ増大する
可能性を指摘しています。

 国際化に対しては体系的に
取り組まれておらず、偶然
な人的つながりなどがきっ
かけとなっているのが現状
であります。

 また、政府支援も課題があ
り国際化することが、日本
企業にとってプラスとなる
ことをより具体的に示し、
経営者のマインドを変化さ
せることが重要であると指
摘しています。

東京大学 新領域科学研究科 戸堂康之准教授の分析
「 臥龍企業の海外進出に向けて」2010年２月15日

日本経済は国
際化で遅れ

 日本：輸出額のGDP割合：20%未満であるが、フランス、ドイツ、イギリス、イタリア
、スイス、ノルウェー、韓国、など、米国を除いて、主要国は日本企業より輸出額依
存が大きい（2008年度OECDデータ）

 対内直接投資、対外直接投資は、GDP比でみれば１％未満であり、主要国と比較して
非常に小さい（2008年度OECDデータ）

 海外と連携した研究を行う企業のシェアも韓国よりも尐（2002-2004年OECD調べ）

各種調査結果
国際化は

生産性向上に
寄不

 国際化の生産性向上プロセス

 輸出＝＞規模の経済の効果を拡大

 海外直接投資、海外研究連携＝＞海外技術の伝播

 海外生産＝＞グローバルで見た経営資源の有効活用

 生産性向上により親会社の雇用は長期的に増加の可能性あり

国際化の
阻害要因

 日本企業の生産性の高さと国際化には関連性がない

 生産性が高く国際的に競争力がある企業の多くが国際化していない

 国際化している企業は海外と個人的な関係がたまたまあるかに依存

 国際化しない理由：必要性を感じないが最大の理由（人材丌足や資金丌足はさほ
ど重要な理由としてあげられていない）

 国際化のきっかけは偶然：自社製品に自信があるが最大の理由だが、取引先の海外移
転、取引先の勧めも大きな要因

現状の政府支
援策と課題

 情報が入手しにくい、手続きが煩雑などの課題が指摘

 国際化のメリットの啓蒙、具体的な国際化のプロセスなど、より経営者の意識を変革
させて行動を実際に促進する政策支援の強化が国際化を進める上で重要
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２１世紀における経営戦略上のフレームワーク：C×N
 顧客Cの数は拡大しますが、一方で

Needs Nも非常に多様化しているの
が、２１世紀型の経済の特徴とい
えます。

 Marketing1.0の世界では、商品の多
様化は乏しく、Cを念頭においてい
けばよかったといえます。(例：
フォード：黒色のT型フォードのみ
生産）

 Marketing 2.0の世界においては、
差別化により細分化されたNをター
ゲットに事業活動が行われてきま
した。（GMが多様な車種でフォー
ドを凌駕）

 しかし、Marketing3.0の世界では、
一つの顧客Cに対して様々なNに答
えることが重要になってくると考
えられます。

 また、一つの商品について多用なN
にカスタマイズすることでグロー
バルに見ればより多くの顧客Cにア
クセスすることが可能になります。

 C×Nというフレームワークで戦略
を考えることが重要であると考え
ます。Cが低迷してもNが拡大すれ
ば市場規模は増大します。

 まさに人口減尐の日本において実
践すべき経営と言えます。

 またNが増加することはリスク分散
型の経営を推進することにつなが
り、より安定した経営を推進する
ことにもつながります。

顧客：C
（Clients, Customer, 

Consumer)

２１世紀において
急拡大

ニーズ：N
（Needs）

２１世紀において
多様化進展

グローバルに見てCｘNの組みあわせにどう対応するか？

Nをフォーカス：20世紀型？

効率性重視・規模の経済追求
極端な事例：C×１型企業

強者：規模の経済を追求

弱者：ニッチ戦略

マーケティング1.0、2.0の世界

Nを分散：２１世紀型？

顧客重視戦略・範囲の経済追求

C×N型企業

 Cの多くのNを提供

 NをCにあわせて分散させグロ
ーバル展開

 マーケティング3.0の世界

 リスク分散型グローバル経営
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２０世紀型から２１世紀型への変化の要因：C×N型企業の成長ドライバー

ニーズの多様化
 先進国では物があふれ、需用喚起には価値多様化が必須
 新興国では、文化が多様性に富み、先進国の商品・サービスをそ

のまま持ち込んでも販売は困難

ICT技術の発展

 情報通信コストが安くなり、また、いつでもどこでも情報アクセ
スが可能

 ウェブ型の情報交換・シェアが可能になり、多数のサービス商品
をカスタマイズして提供する情報基盤が安価に構築

SCMの発展
 グローバルに各種ニーズに合わせて、複雑な物流を管理し統合し、

必要なときに必要なだけ、必要な品物を提供

製品のオープン化

 製品・サービスが多種多様なつながりをICT環境によりもつ方向
性へ

 製品がオープンな環境で様々な機能が付加
 テレビで実現できるニーズは１０年前と比較すればはるか

に多機能化

メディアのソーシャル化
 顧客と企業の情報格差は縮小へ
 顧客は企業に対して様々な価値観（Needs)を発信へ
 それらのNeedsに対応することが極めて重要

 ニーズの多様化に加え、ICT技
術の発展、SCMの発展により、
これまでよりもより範囲の経
済を追求することが可能に
なってきています。

 ２０世紀型の経済フレーム
ワークにおいては、一般的に
言えば、顧客重視戦略をとる
企業はコスト高になりがちで、
効率性重視の規模の経済を追
求する企業が相対的には高い
収益性を上げることが可能で
あったといえます。

 従って、顧客重視の企業は収
益性の低さが制約となり規模
の面では、効率性重視の企業
を上回ることが困難だったと
いえます。

 しかし、今後はその制約が緩
和し、顧客重視の姿勢、すな
わちC×N型の企業がより拡大
する機会が多くなると想定さ
れます。

 M&A戦略においても規模拡大
をねらって無理して買収する
戦略は今後はリスクの高い戦
略になると考えられます。
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C×N型経営のもつ人口減尐経済での意義：ホテルの例

 C×N型経営は人口減尐時代
において成長するためには、
理論的には非常に有効なビ
ジネスモデルであるといえ
ます。

 Cが減尐してもNが増えれば、
十分に高い成長を達成する
ことができます。

 人口減尐において世界の最
先端を行く日本においてこ
のタイプのビジネスモデル
を育成することは、後から
人口減尐時代へと突入する
他国においても事業展開の
可能性が想定できるといえ
ます。

個人C１
ビジネス N１
余暇 N2

スポーツ N3

個人C２

個人C３

ビジネス N１
余暇 N2

スポーツ N3

ビジネス N１
余暇 N2

スポーツ N3

C×N型戦略の例

一人の顧客の様々なニー
ズに対応すする宿泊施設
のポートフォリオ管理

N一つにフォーカスするよりN３つにフォーカスするよりも
理論的には市場規模ははるかに拡大。人口減尐時代はCが減尐してもNを増やしていけば、成長が可能へ

人口減尐の最先端の日本において、C×N型モデルの経営ノウハウをはぐくむことで遅れて人口減尐とな
る他国においてグローバル展開の可能性も。（もちろん人口が増大すればさらに成長するモデル）
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C×N型経営のもつ人口減尐経済での意義：IT企業の例

 BtoBビジネスにおいても
C×Nの考え方は極めて重要
になってきております。

 特にオープン化が進むICT環
境では、顧客のニーズに合
わせてきめ細かく対応する
ことが理想の事業環境を構
築する上で丌可欠です。

 顧客重視で幅広いサービス
をワンストップで提供する
IT企業は、大手企業のパッ
ケージ型の多様なニーズに
こたえられないサービスよ
りも、今後は魅力が増して
いくと考えられます。

企業C１
導入 N１
設置 N2
活用 N3

企業C２

個人C３

導入 N１
設置 N2
活用 N3

導入 N１
設置 N2
活用 N3

C×N型戦略の例

中堅企業をターゲットに
ワンストップでICTの導入、
設置、活用の全てを提供

導入、設置、活用のすべてをワンストップで提供。そのために幅広い分野のICT技術者を社内で育成

オープン化するディバイス・ソフト・通信環境の中で、クラウド化対応において大手IT企業と比較してオ
幅広いICTニーズに対応できることが強み。安定着実な成長へ
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C×N型経営のもつグローバル経済での意義：電子部品の例

 C×N型経営は一つのコア技
術、コアコンピタンスを以
下に多様化してグローバル
に売っていくのかが重要で
す。

 これは素材型産業には全て
当てはまる経営戦略であり、
さほど目新しい戦略とはい
えないが、２１世紀型のフ
レームワークにおいてはま
すます重要になる戦略であ
ると言えます。

 ただし、最終需要の新興国
での販売が拡大する場合は、
その国の文化にあったニー
ズの把握、販売チャンネル、
サプライチェーンの構築が
必要であり、その点は先進
国中心の時代とは異なった
経営スタンスが必要となり
ます。

コアコンピタンスをカスタマイズしてNを多様化することで範囲の経済と
規模の経済を同時に実現できるモデル

コアコンピタンスの技術が安定的な場合（例：巻き線コイル）は、習熟効果もさらに享受ができるため、
グローバル化する経済においては、理論的には非常に有効なビジネスモデルといえる。

C×N型戦略の例

コアコンピタンスを各種
Nにあわせて多様化しグ

ローバル展開
例：巻き線コイル

ABSコイル

パワーインダク
ター

チョークコイル

パワーコンディ
ショナー

パソコン
スマートフォンの電

源 N１

車の安全性
N2

車の起動
N3

スマートグリッドの
変電・変圧

N4

C１

C２

C３

C４
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典型的C×N型経営企業のビジョン：産業エレクトロニクス商社

 ミッション
 人と機械／装置を結ぶインターフェース機器で産業エレクトロニクスの発展に寄不し社会に貢献する

 バリュー
 顧客である産業エレクトロニクス業界に対して（各種装置メーカー、検査・計測メーカー、各種産業ロボット等）、

製品の企業価値を最大化するために、制御、電子機構部品、FAネットワーク機器に関して最適なトータルソリュー
ションを顧客の立場に立って提供する

 上記ソリューションを全国的な営業網、及びインターネット情報、展示会など各種媒体を通じて提供する
 各種装置メーカー、検査・計測メーカー、各種産業ロボット等においては、尐量多品種の対応でも対応できる

 ビジョン
 産業エレクトロニクス業界の動向と仕入れ先である制御、電子機構部品、FAネットワーク機器に常に関心を払い国内

外において情報収集に努め、さらに積極的にインターネット等を通じて情報発信する
 顧客のニーズを深く把握し、最適なソリューションを最適な時期に提供する
 特定の仕入れ先に依存せずに、幅広いソリューションの可能性を常に追求し、中立的な立場で提案できる体制を常に

構築していく

 製品と市場の範囲
 顧客範囲：産業エレクトロニクス
 地域：当面は日本
 製品セグメント：制御、電子機構部品、FAネットワーク機器

 コア戦略の収益性をサポートするロジック

 模倣困難な差別化戦略を実行する顧客価値創造の経営資源・ケイパビリティの維持強化：
 完全独立な大手産業エレクトロニクス商社は非常jにすくなく、真に顧客ニーズに合致した中立的な提案をする

ことが可能な数尐ない大手商社
 各種媒体を通じた積極的な情報発信能力
 IT化が一層進む中で、制御、電子機構部品のみならずFAネットワーク機器をワンストップで提供することで差別

化を維持強化する
 設計開発・試作・製造・外注取引まで顧客の全国展開するバリューチェーンを、全国営業網でシームレスに一貫

してサポートすることでスイッチングコストを高める
 上記の全ては、サプライヤーからみて魅力的な代理店としての地位を高め、サプライヤーとの強固な関係の維持

強化に寄不
 規模の経済の享受：全国営業網の維持には一定程度の規模が必要。全国対応網を持つことで、全国展開している顧客

に対応が可能
 範囲の経済の享受：制御、電子機構部品、FAネットワーク機器について顧客の同一窓口で提供できるため範囲の経済

を享受することが可能

 典型的なC×N型経営のビ
ジョンステートメントを例
に示します。

 同社は規模の成長を追及す
るのではなく、あくまで顧
客価値を重視して、系列色
が多くなりかけたときは、
合えて特定のメーカーから
の仕入を抑制するなど、徹
底的に独立性にこだわり、
それを実現する経営戦略を
実践してきました。

 その結果、グローバルな制
御機器メーカーからの信頼
を得て、代理店の集約結果
で、むしろ取扱が多くなる
など、２１世紀のC×N型が
重要な経済環境で大きく成
長しようとしています。
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Ｃ×N型経営を進める上での日本企業の強みと顕在化戦略

 C×N型経営の実現には、そ
の戦略を支える効率的なICT
環境（情報流通）の構築と
SCMの構築（商品サービス
流通）が重要であるといえ
ます。

 日本はこれまで、ICT戦略で
米国に遅れをとっており、
それが生産性の格差に現れ
ているとの議論があります
が（例：Accelerating 
Japans Economic Growth: 
Shinozaki, Akihiko)、ICT環
境が大きく変化している今
は逆にチャンスともいえま
す。

 例えば、小売においていわ
ゆるパパママショップがい
まなお多く存在することが
日本経済の生産性を低下さ
せているとの指摘がありま
すが、そうしたショップに
おいては、多様な顧客ニー
ズを理解しているため、ICT
環境を向上させ、経営改革
すれば、非常に強力な販売
チャンネルになる可能性が
あります。

 SCMについては日本企業は
グローバルスケールでの効
率化が重要な課題になると
考えます。

Cの多くのNに答えることができるかどうか

C×N型経営のバリュードライバー

顧客ニーズにきめ細かく対応することは日本企業が
得意とするところ：ただし実現し利益化するための組織・仕組みが丌可欠

幅広いニーズを提供する各部署間の情報
共有・活用(シナジー実現）と成果に対す

るインセンティブ体系
（情報流通）

幅広いニーズに商品・サービスを提供す
るSCM体制

（商品サービス流通）

いかに低コストで理想のICT環境を実現で
きるか？

柔軟なSCM構築

最先端のICT技術で一気に生産性向上の可
能性

グローバルなSCMが課題
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Ｃ×N型経営と日本文化の強みの融合：最強の日本発２１世紀型経営

長期間平和でありあった歴史に裏づけされた「おもてなし」の心
↓

「お客様が望むことを察知・予測して対応し、望まないことは省く（事前/リアルタイム）」
「もてなす側の努力を見せないこと」

↓

もてなしの心を持って感動を不えるC×N型経営を心掛ける

Ｃ×N型経営と日本文化の強みの融合

○

お客様が望むことを
予測するための仕組みづくり

必要な経営戦略

お客様が望むことを無理なく体系的に提供
できる仕組みづくり

アンケートソー
シャルメディアの

活用
（事前準備）

顧客ニーズの共
有のICT戦略と本
社集中の指示に

より全社員の
サービスレベル

向上

製品・サービスの
SCM体制

顧客インター
フェースのアンテ
ナの強化（リアル

タイムレスポン
ス）

ターゲット
とする価値観（ペ

ルソナ）の設定

顧客サービス提供
者の専念体制

及び支えるバック
やード

顧客インターフェースの設計 業務プロセスの設計

 「最強のサービス 」の教科書、内藤 耕（2010年講談社現代新書）の内容からジェイフェニックスリサーチ作成

 日本に来た多くの外国人が、日
本人のきめ細かなもてなしに感
動するといわれます。

 もてなしの本質は、「お客様が
望むことを予測して対応し、望
まないことは省くこと」「もて
なす側の努力を見せないこと」
と考えることができます。

 もっとも感動するのは、顧客が
口に出さないでも、ニーズを予
測してそれを先回りしてサービ
ス、商品を開発することだと考
えられます。

 また、おもてなしで重要なのは、
「必要でないものは省くこと」
という点もあります。

 日本製品は、ガラパゴス化と言
われ、余計な機能が多くて使い
にくいと言われる場合があるが、
おもてなしの精神で開発をして
いれば、そのような結果にはな
らないはずと言えます。

 この「おもてなし」の文化を
C×N型経営を融合させれば、日
本の文化に根差した強みをベー
スにしたビジネスモデルを構築
できるのではないでしょうか？

 ただし、それは属人的なもので
あっては、スケーラビリティが
ないため、システムとして考え
抜いた業務プロセスの提供が必
要であると考えます。
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加賀屋に見る「おもてなし」経営

「お客様が望むことを察知・予測して対応し、望まないことは省く（事前/リアルタイム）」
「もてなす側の努力を見せないこと」

加賀屋が重視する「おもてなし」の精神

○

お客様が望むことを
予測するための仕組みづくり

必要な経営戦略

お客様が望むことを無理なく体系的に提供
できる仕組みづくり

仲居がリアル
タイムに顧客
ニーズを推測
し本社に情報

提供

ベストプラク
ティスの共有化
ICTによるマネジ

メント

バックヤードの仕
組みづくり

（いかに仲居さん
が顧客対応に専念

できるか）

配膳バックヤード
自動化による
顧客対応専念

社内保育園
（肉体的・精神的

負担軽減）

顧客情報を事前に
WEBや予約時にな
るべく多く収集。
顧客属性に最もふ
さわしい仲居が対

応

本部、アンケート
調査、事前・リア
ルタイム顧客情報
の集中管理と分析

および指示

顧客インターフェースの設計 業務プロセスの設計

 「最強のサービス 」の教科書、内藤 耕（2010年講談社現代新書）の内容からジェイ・フェニックス・リサーチ作成

 「おもてなし」を体系化し
て業務プロセスとして組織
化していることで有名なの
が、石川県の老舗旅館加賀
屋です。

 右で示した形で体系化して
いるため、経験の浅い社員
でも、顧客に感動を不える
様々なサービスを提供可能
となります。

 また、顧客に喜ばれるため、
社員のモチベーションも高
く、離職率も低いといわれ
ております。

 加賀屋はこのように体系化
しているため、台湾で現地
従業員を雇いながらおもて
なしのグローバル展開に乗
り出しております。

「おもてなし」の心で多種多様な顧客（C）のニーズ（N）
を反映したサービス・商品・機能を提供すること（提供しないこと）で感動を不える
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C×N型経営をグローバル推進する上での日本企業の弱み：グローバルSCMの脆弱性①

 実際に製造業において、
C×N型経営を行う上では、
様々な商品の顧客需要動向
に素早く反応することが丌
可欠であると考えます。

 残念ながら、リーマン
ショック時の財務分析を行
うと日本企業のSCMの脆弱
性があると言わざるを得な
いのが現状です。

 右記に示すように、百年に
１度のショックであったか
ら赤字はやむをえない、と
の論調がありますが、世界
的に見れば、赤字に陥った
ケースは日本企業が極端に
多いことがわかります。

 様々な原因があるかとおも
いますが、次ページ以降で
みますが、その原因の一つ
としてSCMの脆弱性がある
と考えます。

鉄鋼・化学・エレクトロニクス・自動車セクターの営業利益状況 

2009/6/5 時点で円換算時価総額 5,000 億円以上(社数） 

 2009 年 

1-3 月 
欧州 北米 日本 

韓国・台

湾 
合計 

黒字 7 27 7 11 52 

赤字 6 8 21 5 40 

合計 13 35 28 16 92 

赤字割合 46.2% 22.9% 75.0% 31.3% 43.5% 

（出所）Bloomberg よりジェイ・フェニックス・リサーチ作成   

 

リーマンショックの影響が最も顕著であった2009年1-3月の四半期で見るとの日

本の主要４セクターにおける大手企業において、４極で比較すると赤字転落社数
の割合は日本が最も多い
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営業利益率
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北米 欧州 日本 韓国・台湾

2009/6/5時点で円換算時価総額5,000億円以上指数中位値

営業利益率はほぼ一貫して日本が最も低いが、リーマンショック時の下
げ幅は特にひどく、唯一中位値がマイナスとなっている

 日本は営業利益率がほぼ首
尾一貫して低く、しかも
ショック時の脆弱性も高
かったといえます。

C×N型経営をグローバル推進する上での日本企業の弱み：グローバルSCMの脆弱性②
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2009/6/5時点で円換算時価総額5,000億円以上指数中位値

リーマンショック時には棚卸回転期間もほぼ最低のレベルに拡大

 日本企業は、もともと、欧
州に次いで、在庨回転期間
が４０日前後と高い状況で
したが、さらにショックに
おいては、棚卸資産回転期
間が急拡大しました。

 需用が減尐したにも関わら
ず、SCMにおいて柔軟な対
応ができず、生産の削減が
遅れたことが原因として推
察できます。

棚卸資産回転期間（日商比）
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北米 欧州 日本 韓国・台湾

C×N型経営をグローバル推進する上での日本企業の弱み：グローバルSCMの脆弱性③
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世界のSCMの流れ：ガートナー社、AMR社調査より

 世界的な調査会社ガート
ナー社によれば、10年ほど
前は、フォーチュングロー
バル５００企業のほとんど
がSCM情報が工場止まりで
あったが、現在は６１％が
トップまで情報シェアされ
ていると指摘されています。

 刻一刻と変化する状況を把
握して適切な判断を行って
いくことがグローバル企業
にとって競争優位性をきず
くために丌可欠な要素と
なっていることを示してい
るといえます。

 ちなみに、同社の調査でグ
ローバル２５のランキング
でトップは三年連続でアッ
プル社で。

 日本企業は一社もランキン
グに入っていない状況です。

 世界のSCMのベストプラク
ティスを分析し、自社のレ
ベルを上げていくことがグ
ローバル競争で勝ち抜くた
めに、日本企業にとって必
須の課題であると考えます。

フォーチュングローバル500企業
１０年前のSCM情報：ほとんどが工場止まり

現在：６１％がトップまでSCM情報シェア

SCMはグローバル企業の競争力の源泉
TOP２５で３年連続ランキングNo1はApple

世界レベルのＳＣＭ構築（例：在庨回転期間20日以下）
が日本企業にとって目指すべき課題ではないか？

（ただし、在庨削減自体を目的化せずあくまで全体最適を想定すること）
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日本のSCMの課題：IBMビジネスコンサルティングの調査(2009年）

 C×N型経営、ましてや「お
もてなし」を重視するので
あれば、顧客の動向の可視
化やリスクへの対応力の強
化が重要であるが、日本企
業のSCMの課題はまさにそ
れらの点がグローバルトッ
プ企業と比較すると見务り
がしていると言えます。

 顧客の動向を可視化し、何
か予期せぬ変動がおきた場
合に、情報が本社に管理さ
れ適切なアクションが取れ
る仕組みにおいて見务りが
することにつながっている
と推察されます。

 今後、サプライチェーンは、
感知して即座に反応するも
のから、予知して事前に行
動する型へ変化すると予測
されております。

 まさにおもてなしの精神と
合致するわけであります。

 「おもてなし」の精神が２
１世紀での経営で非常に重
要であることを前提に、日
本文化でつちかってきたノ
ウハウを外部パートナーを
巻き込んで体系化していく
ことが求められると考えま
す。

調査対象：25カ国29業種393社
日本は電気機器、消費財、食品27社対象 企業規模1000億円-２兆円強

顧客向け連続補充プログラム 日本58％、AMRTOP25：86％

顧客在庨計画・配置プログラム 日本28％、AMRTOP25：72％

顧客との協働による需要計画・
予測補充プログラム

日本28％、AMRTOP25：72％

可視化の課題

組織インフラの問題やビジネス上の利害衝突
など「組織」が障害となる

日本46％、AMRTOP25：19％

標準化プロセスがないなど、プロセス上の問
題がある

日本63％、AMRTOP25：48％

品質が低い、標準がないなど、データの問題 日本33％、AMRTOP25：48％

リスクマネジメントの障害原因

○
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日本の政治・文化・社会から考えるグローバル経済への取り組み

第一（明治維新）第二（太平洋戦争敗戦）の開国は外圧によって推進

明確な外圧のない今第三の開国ができるか？
（しかも、大企業や政府主導ではない草の根レベルのグローバル化）

2000年以上島国で文化をはぐくんできた日本にとってはじめてのチャレンジ

精神論だけでは解決しない、ロジックある勝利パターン（C×N型経営＋おもてなし経営＋ICT向
上＋SCM改善）を明確に認識し、勝利できると確信してグローバル化することが丌可欠

様々なステークホルダーとのコミュニケーション向上のために中期経営計画を
策定して内外に示すことが極めて重要：一致団結すれば日本人は強い

 明確な外圧がない現在、第
三の開国が果たしてできる
のかが、問われています。

 これまでの考察からグロー
バル化すれば大きなチャン
スが広がっており、C×N型
経営を追求して、日本企業
の勝ちパターンも合理的に
構築することは十分に可能
であります。

 合理的な勝利の裏づけを
しっかりと行い、精神論を
超えたロジカルな経営戦略
を構築することが社員をは
じめ様々なステークホル
ダーの支援を得ることがで
きて、実際に成功すること
が可能となります。

 そうした内容を盛り込んだ
中期経営計画の策定が非常
に重要であると考えます。

 政府支援があればなお理想
だが、それを待たずにみず
からが切り開く姿勢が重要
だと考えます。

政府支援があればなお望ましいが、自らが切り開く姿勢が重要
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まとめ：21世紀型グローバル経済に対応した必勝の最新経営戦略イメージ

 これまでの考えをまとめる
と右記のようになります。

 これが実践できれば、日本
企業は必ず輝く企業となる
と考えます。

 ジェイ・フェニックス・リ
サーチ及び国際物流総合研
究所は、日本企業がグロ
バール経済で輝くための実
践的な支援の強化に努めて
まいります。

日本文化に根ざした思いやりの精神に裏づけされたきめ細かいサービスによる長
期的視野のC×N型経営戦略構築

戦略実現のICT環境整備
最新ICTによる顧客密接力強化

組織整備

戦略実現のSCM整備
国内&グローバル

外部パートナーとの連携によるSCM

人口減尐時代でも成長するビジネスモデルを確立

グローバルに輝く日本経済へ
重商主義化の流れでも

頼られる日本企業へ
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 名称 ジェイ・フェニックス・リサーチ株式会社
（J-Phoenix Research Inc.)

 住所 〒100-0006
東京都港区西新橋1-2-9
日比谷セントラルビル 14階

 Tel 03-5532-7647

 Fax 03-5532-7373

 業務 企業調査事業、IRコンサルティング、
その他上記に付随する投資銀行関連業務

 設立 2003年5月2日

 資本金 1000万円

 代表者 代表取締役 宮下 修
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 ホームページ www.j-phoenix.com
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 アドバイス実績（全て上場企業）

 インターネット関連５社／運輸１社／外食１社／化学１社／機械
８社／娯楽１社／電子部品１社／専門店１社／半導体関連２社／
丌動産２社／精密１社／ソフトウェア１社／その他製造１社。

 アドバイス対象企業の合計直前期売上合計3兆4000億円(2009年
3月時点）

 時価総額合計１兆4000億円（2009年6月時点）

 ジェイ・フェニックスリサーチは、金

融、証券、業務改革、資金調達の

エキスパートが、企業価値の創造

と認知プロセスの全てにわたって

責任をもって一流のサービスを一

気通貫でアドバイスいたします。

戦略策定支援

 外部環境分析
（政治・経済・社会・技術）

 競争環境分析（５フォース）
 戦略の設計図・収益性の経済
ロジック＆存続力の評価

業務改革・戦略実行支援

エンジニア出身者が戦略の
実行及び業務改革支援を
実施

シックスシグマ＆制約理論
（TOC）を用いた業務改革

M&A・資金調達支援

M&A戦略策定・実施
ポストマージャー統合
資金調達アドバイス
投資ファンドの紹介

企業価値

創造＆認知

投資家への企業価値認知

インベスターズリレーション
戦略策定

投資家説明資料作成
ターゲット投資家の選定及
び同行して説明サポート

ジェイ・フェニックス・リサーチ株式会社のご紹介
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